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Ⅱはじめに
無制限の国家権力は， 個人の自由領域を侵害危険にさらし， これを破壊し，
かくして人間の自由と尊厳を危害皆滅におい こむとは， モンテスキューの言
った言葉である。オンブズマンの制度は， 正にこれに歯止めをかけることを
目的として，新に生れた制度である。
一方数年前から，諸国で立法政策の問題として，ひとしく取上げられると
消費者保護法にかんする論議である。そして世界の各産業国は， おころは，
のおの経済の発展，産業の進歩に軽重の差はあるけれども，これに関してい
その際にまず第１におげられる立法は、 新にスろいろの規定を設けている。
ニーデンが開発した解決方法であるオンブズマンの制度である。
消費者が商品にたいする専門的な説明を通して， 商品の性質・
る゜言いかえ
そこでは，
その理解をふかめられる。効用利害についての十分な説明をうけ，
５８
れぱ，新規の食品・薬剤などlこよる， 人の健康に有害な商品から保護される
こと，人を錯誤におとしいれるような営業方法から，あるいは不当な契約条
項から保護されるような政策がとられた。
し諸国がつよい関心をしめした理由はスエーデンの消費者保護政策にたし、
スエーデンがこの法領域で，まったく新規なしかも固二つある。第１には，
有の方法を採用し，，
とである。第２には，
りスエーデン法がその先駆的性格をしめしたここれによ
スエーデンが比較的短期間内にその消費者保護政策の
要求にこたえて， 強力な消費者保護法を成立させるとともに， その重要な経
験をしめしたことである。
スエーデンの消費者保護法の核心となるべき法律は， 現在３個の法律から
成立っている。それは，不当の販売方法禁止法と，不当な契約条項取締法
市場裁判所(Marktgerichtshof)法である。 そしてこの市場裁判所（Marknaと，
-dsdomstolen)は裁判機関であり，
-ｍ）は監杏轄督の機関である。
1915年の割賦販売法のほかに，
消費者オソプズマソ（Konsumentombudsmann
の割賦販売法のほかに，1971年７月１日から実施された消費者保護
の法としては，家庭訪問販売法(Ia946.1971．mHemf6rsmjning)がある。こ
の法律によれば，」
こなわれ，直ちに，
貢主たる消費者は， 売買契約が売主の日常の店舗以外でお
その双方の義務が履行されない場合には， 買受け後１週
間以内に契約を解除することができる。
消費者保護の目的をもつ法律は， さらに一般の売買法，請負契約および労
働契約の領域においても準備されている。 商品製造業者の責任にかんする規
則の制定もまた考えられている。
最後に注意すべきは，訴訟法上の問題として，少額の財産上の争いにかん
する訴訟手続を簡易にし， 消費者をして訴訟費用の負担を軽減し， す率やか
に裁判の結果を得られる方策が計画されている。
新らしいスエーデンの消費者保護の計画， およびオンブズマン構想は，ア
リカにおける行政上の指導監視による消費者保護の方法から上〆 ソトを得た
屯のであるが， スエーデソにおけるオンプズマン制度の積極的経験は， 北欧
スニーデンにおける消費者保護法について（中村 武）５９
諸国の消費者保護法の改正。およびその新構想にたいし，つよい模範的影響
をあたえた。 たとえばノルウェーはあきらかにスエーデン法の先例に追従す
ることを公表し，またデソマルクもこれに従い(1)フィンランド等の諸国もオ
ソブズマソの制度を採用した。②
I消費者保護法の出発
スエーデン法における新らしい消費者保護法立法の出発点は， 経済生活の
善良な取引慣習の維持， 監視はこれを営業者や消費者の自治だけにまかせる
これを政治の次元にとりあげ処理せねばならぬとの観念にことば出来ない。
基く。
スエーデンの経済界に存在した自由な自己監督のための機関と従来まで，
しては，いわゆる経済懇談会（NHmngslivetsOpmionsnamnd）があったが，こ
れらの自己監督および自己健全化のシステムだけでは，今日においては最早
やその効果は十分でないと，スエーデンの立法者は考えるにいたった。
こうした事情は同様に，ドイツ法や瑞西・オーストリヤ法また日本法のも
っ不正競業法による個別的保護主義に立脚する法の観念にも承られる。 ＄８Ｖ一一一一口
これらの国の法は個点の同じ営業者の利益保護には役立つがそれかえれば，
しかも被害者たる消費者個人の活動をまって， 始めてこの法体だけであり，
制による保護様式が，個々的に発揮するにすぎない。こうした基本構造にお
つねに間接的仁保護されるだけであって， 消費者のいては，商品消費者は，
しかも消費者団体の@
した理由から。ドイ
利益保護が保護機能の中心的地位をしめていないのだ。
有効な考慮がはらわれていない。 そうした理由から，訴権については，
ﾂ不正競業法を承継した1966年政府の提出したスエーデン不正競業法案は，
議会で否決された。(3)善良な取引慣習の実現，維持は，私的の団体の努力だ．
また営業者の主動的な行動とか負担だけではげにまかされておけないこと，
不十分であると考えられたためである。
商品の販売条件，宣伝，および契約形成の監督に際し，いかにして一般公
６０
共の協力， 到達した結論は，まず第
問題の重点を公法たる営
援助をうけ得られかるを考慮したうえ
１に純然たる私法的性向を排除し，これに代わり，
業監督法に委ねた。そして企業者の市場における取引態度を，国の定める梢
の助力を得て監督しようとする費者オソプズマソ（VerbraucherombudsmaKm）
オソブズマソという制度はスエーデ提案が自然におこった。というわけは，
ソにおいては，150年以上の伝統があり，
動いた経験をもったことは，スエーデン
殊に競業制限法のうちでも有効に
の世論をして，大衆保護の観念を容
易にオソプスマソ制度の採用に， 積極的ならしめた。
新消費者保護法の成立により，
業法における，不当広告にかん、
従前の1931年５月29日のスエーデソ不正鏡
する規定は廃止され，また経済にたし､する任
意的な自己藍督制度も廃止された。(4)また新らしい市場裁判所は，従来の自
,由経済委員会（Wirtschaftsfreiheitsrate、niiringsfrihetsradet）に代れるものとし
1953年９月25日の競業制限法（日本の独禁法に当る） による事件につき，て，
管轄権をもつに至った。
(1)Ｖ91．Kriiger-Anderson，UnlautererWettbewerbundVerbraucherschutzinD豆n
-emark，GewerblicherRechtsschutzundUrheberrecht．Ｈ､7.1976.ｓ､３２２．
(2)VgLWalterHaner，DerOmbudsmann-ErfahrungimAusland，Rblgerung
fiirdieSchweiz･SchweizerischesZentralblattfiirStaatsFundGemeindeverwaltu
ng・Bd73Mail972Nr､5ｓ､177.
KonsumentlovgivningiD量nmark，Finland，NOrgeogSverige，ＮＵ1968.6．
ドイツにおいても，スエーデン法承継の問題が，しばしば取上げられた。
Ｖ91．Diiubler，Kansumenten-OmbudsmanmnnVerbraucherselbsthilfe，sowie
KSimitis，WerbungundVertragsfreiheit，ｉｎ〃Gerechtigkeitinderlndustrie-
gesllschaft,'hrsgvonKonradDudenu・a．（cfm-TaschenbuchRJZ、Ｂｄ、１４）
Otillb6rngKonkurrens、ＳＯＵ１９６６;71.Ｖ91. ZumschwedischenUWG・Erho
2den･l963S10ff・
rf8hrpnsrechtfiirdieWirtschaft
(3)
-ｍ・WirtschaftundWettbewerbrechtinSchweden、１９６３ｓ．
③Ｖ91．Fischler，SchwedischesHande1sundVerfahrensrecht
スニーデンにおける消費者保護法について（中村武）６１
spraxis、２．Ａｕf1.1965.121f、
(5)Ｖ画1．GebhardCarsten、MarktgerichsshofundVerbraucher-ombudsmann
WuW．Ｈ、１０，１９７３．ｓ．667．WbllterHaUer，、erSchwedischeJustizombndsm
-ann･Ziirichl964．Ｓ，２４．
国法学上の文献において，国家権力者の権利侵害を抑制するために，特別な
監視機関をもうけようとする思想は，すでにプラートソの提唱するところであっ
土。哲学者JohanGotUieb
ndlagedesNamrrechtｎａｃｈ
Fichteはその箸「自然法の基礎と 科学論原理」（Gru
PrmzipienderWissenschaftslehre、316）のなかで，
スパルタの民選国家最高監察官（Ephorrat）の観念を再び取り上げて説いた。
彼にれぱEphorrat Iまローマ共和国における人民裁判所に類似したものであり，
それは国権の執行機関から離れ， 独立にその執行権の監視および判定を行う機関
である。
る。そ。
凡そ理性にしたがい且つ適法な憲法の基本的規則のもつべき制度であ
人民から選ばれた国家最高監察官がこれをもつが，その最終の職能は， それ
はいわゆる阻止的権能である。
このEphorratのもの権能は，３横分立のほかにあり，第４次の権力（Dievier
-teGewart）であり， それは正にスエーデンが先駆的に糸とめたオソブズマソが
これに当るわけである。
（V91．JosefphT，Simon，DievierteGewalt・An1lisslichderEinfiihrungdes
OmbudsmansinEngIang･inArbeitundWirtschaft、１２/65.19．Jahrg．Ｓ､21）
尤もスエーデンのオソブズマソの制度はアメリカ諸州で行われている Co1BnciI
若干のアメリカ諸州の憲法は，検Censorsの制度にヒソトを得たといわれる。oｆ
察官の制度をもち，これにより，憲法違反の国家権力行為により人民の自由や権
例えば1776年のペンシルバニ利が害せられることを保護しようと配慮している。
人民による検察官の選任を規定しているが，ヤの憲法第47条は， このCouncilｏｆ
Censorsの職能について次のように言っている。
constitutionhasbecnpreserv巳dinviolateineveryparttoenqUirewhetherthe
⑪
andwhetherthelegislativeandexecutivebranchesofgovErnmenthavcperform-
edtbeirdutyasguardiansofpeople，oragsumedtothemselvesDorexercised
otherorgreaterpowersthanthEyareentitledtobytheconstitution．そして
検察官は有効にその職務を遂行するため，情報を集め，将来の立法提策およびそ
躯こうした規定は，ニューヨーク州，ウェ
iVaeterHaller，ａａＱＳ､23）
の他の推薦提案を行うことができる。
ルモソト州の憲法にもおかれた。（Ｃｆ､Waeter
Ⅲ市場裁判所の管轄権と組織
消費者保護問題， および不正競業防止問題にたし､する新規の裁判所として，
そして同時に消費者オソブズマソが，市場裁判所が同法によって設立された。
1971年１月１日からその職務を行いはじめた。市場裁判所は，同法第３条に
よって明かなように，不正競業法，不当支払禁止法および1971年７月１日か
ら施行された不当契約条款防止法による事件にたいし， 管轄権をもつ。
それらの総ての事件について市場裁判所は，第１審にして同時に最終審と
しての裁判権をもつ。 これは労働その裁判にたいしては上訴が許されない。
労働協約によって生ずる事件だけに専属管轄権を有し，裁判所が， かつ唯一
の審級しかない裁判所の制度に対応するものだ。
市場裁判所は各１名の部長ならびに部長代理の裁判官， ならびに８名の裁
判官によって成立するが，そのうちの 1名の裁判官は専ら不正競業防止法の
他の１名は専ら消費者保護問題の事件だけを取扱う。事件を， この両裁判官
の名称を特別部員という。部長および部長代理は法律家であり， かつ判事の
経験をもつ者が任命される。
をもつ者でなければならぬ。
特別部員は各その専門処理における特別の知識
これらの特別部員ならびに部長および部長代理
企業者の利益あるいは消費者または労働者の利益を代表する者から選任ｌま，
することは許されない。その他の６名の判事は各半数づつ，各企業の利益代
表者と，消費者，労働者の代表中から選任される。要するに新らしい市場裁
判所の裁判官の構成は，
￣ 労働裁判所の裁判官の構成とは異なるものがある。
市場裁判所は， 部長とその部員４名の裁判官の出廷をもって部を構成し，
ことができる。裁判の評決には各両利益を代表する同数の裁判官裁判を行う
特別部員たる裁判官はつれにその専門分担の事件の審が出席せねばならぬ。
理に立会うだけである。裁判の評決は単純多数による。評決の意見同数の場
スエーデンにおける消費者保護法について（中村 武）６３
合には部長の裁決にしたがう。評決の経路については， 裁判書においてこれ
を公表する。
かように， 不正競業防止問題および消費者保護問題にたいする特別な市場
裁判所が設立されたことにより， 人交はこの両法律に関する事案が，総合統
同時に訴訟当事者の所属する階級の要一され明確に裁判されることを望象，
望であるところの，できるだけ短期間内に，
適えられる訳である。そのためには，法的：
基本的判決が行われる望承が，
そのためには，法的安全が十分保障され，かつ不断に
変化する経済生活に対応するよ うな特別部の開設が必要である。そうした活
動は， 通常裁判所にたいしては望むべからざる所だ。
市場裁判所にたいしなされた消費者保護の申請は，1971年中，
れたが，そ（
18件提出さ
他の半数は翌年中にそれぞれ裁判解決された。その半数は同年中に，
1972年中には35件が，あらたＩたに裁判所に申請され，同年末までにその８件が
スエーデン国の統計によって公表された。裁判によって片付けされたことが，
Ⅳ消費者オンプズマンの職務
不正競業防止の目的をもつ経済自由オンプズマ市場裁判所法第11条では，
ソ（Wirtschaftsfreiheitombudsmann、NYiringsfrihetsombudsman）にかんする規定が
かつ広告宣伝の監督および契約形成監督のためにする消費者オンプおかれ，
ズマソ， (Verbrauherombudsmamn）の制度を設けることを定めた。 この両オン
政府により一定期間任命される法曹家であるが， 1971年以前にブズマソは，
必し屯判事の経験老たることは必要とおける経済自由オソプズマソと異り，
しかしながら現在のオソプズマンおよびその代理者は， いづれもされない。
特別な判事の資格をもち，かつその経験者である。
消費者オンブズマンの職務は，営業取引および裁判所において，消費者の
利益を代表擁護し，消費者保護の規定にしたがい，不当な販売方法，不当な
契約条項から消費者を保護することにある。殊に新監督機関の重要な任務と
市場における実際取引で屡角行われる不当な契約条款， 広告宣伝，
，定型的契
しては，
一般業務約款が行われるので，消費者の不利を避け，販売の実際，
６４
約を監督することにあっﾌﾟﾋﾆ｡ (西独一般業務約款法にあたる｡）
1971年には18件におよぶ禁止申請が提出され， 22件の禁止命令が発せられ，
翌年には35件におよぶ禁止裁判をもとめる申5件の起訴事件が数えられた。
74件の禁止命令が出された。起訴の数は前年の倍数にのぼった。立がなされ，
何よりもまづ第１に有責の企業者を反省せ消費者オソブズマソの職務は，
その不当の市場行動を糸づから抑制せしめることに努めねばならぬ。しめ，
今日までの実際の経験によれば，多くの場合，当事者自身の自由行動により，
取引上の不当な措置は改善されたものが多い。
スエーデンにおける新らしいオンブズマソの制度は， 頭初から国民の甚大
詳細にこの新制な興味のまとであったが， 同時にマスメデアの手段により，
度の役目につきひろく説示された。 そのため同法実施後１個月内に消費者オ
ソブズマンにたいする申立ての数は246件にのぼり， 施行後第１年目の終り
骨には，この数は殆と倍には，実に2972件の事件が繋属した。そして1972年度には
数の4486件に達した。
消費者オソプズマソ自身，進んで取上げた事件数は，実施初年度ではわづ
かに476件に過きなかったが，
他の取扱い事件は，法律相談，
その２年目にはその数798件におよんだ。 その
届出相談， および行政にたし､する大衆からの
不満・苦情事件であった。 異議申立の約十は消費者自身から出されたもので
あった。 新法の目的である消費者承づから積極的行動にいで， 異議を申立て
明かに達成したように思われる。るような目的は， たくゑな政府の啓明政策
積極性は，たかく消費者たしかに成功したものと言える。 この消費者の積極性は，'よ，
オソブズマソによって評価され， その申立・異議は多くはまったく理由あり
消費者オンブスマンの事件介入がおこなわれた。とされ，
大体においてはこの新制度に好意をもち，経済界の動向も， 積極的であっ
ただ若干の企業者-3,000人にたいし30人の割合による企業者は，た。 まつ
たく消費者オンブズマ ソと折衝するこ とをかたくなに拒んだ。こうした場合，
消費者オンプズマソの権力が不十分であ り微弱不十分であるため，警察その
他の官庁の助力を得て， かかる企業者の不当な行為を捜索し， あるいはその
スニーデンにおける消費者保謹法について（中村武）６５
証拠品を差押えることができない。 そこで消費者オソプズマソは政府にたし、
この欠点を除く法の改正をもとめているが， 未だその目的を達していな？
◎
し
恥
右のような場合， 実際には企業者は消費者オソプズマソの処分にたし､し，
多くは自由な話し合いにより， 追及された宣伝行為は将来とりやめるとか，
不当な契約条款は再び使用しないことを約束して，あるいは，
た。こう
事件を片付け
゜ した方法により実施初年度の3期間中に，約500件以上の事件が片
付けられた。
こうした交渉の手続は，その行為につき責任を負うべき企業者が，直接こ
ときには当該の行為を代行した宣伝業者等が，れに従事するのが常であるが，
このような手続のおこなわれる多くの場合は，その渉にあたることがある。
外国の企業者商品生産業者がスエーデンの広告宣伝代理業者の手を通して，
と取引をする場合である。こうした場合取引の範囲，契約の締結過程によっ
て異るが，通常は書面の交換によって始められる。が，契約の細い点につい
ての複雑な話合いは， 更らに口頭による交渉によって補修されるので， その
際宣伝代理人（多くは総代理店）が直接交渉に加わることが多い。
消費者オソブズマソの職務執行については，消費者ばかりでなく，さらに
極めて少数の職員および不十分スエーデン経済界の自由な協力がなければ，
到底完全に職務を尽し得ないであろう。な費用をもってしては，
消費オソブズマソが， 当初その職務の追行に際しては，若干の職員と３名
代理がおかれているだけであのオソブズマソ，ならびに 1名のオソプズマン
職員消費者オンブズマソ法が実施されるとともに，る。1971年７月１日に，
と１名の代理オソブズマソ数は20名に増加した。その中３名のオ ソブズマソ
さらに法律学ならびにこれと同等の高度の経済学の知識をもった４の外に，
名の職員が増員された。そのほかさらに，臨時職員を雇入れることができ，
また臨時に鑑定人および外部の学術研究者に調査を依頼することが許される。
医薬・治療品の広告の検査のために，消費者オソブズマンには常時的に，３
名の医薬品鑑定人が附置されている。
舐Ｖ宣伝広告の監督
およびその他の販売方法の実際を監督するための法的基礎とし宣伝広告，
1971年１月１日から実施された不当販売禁止法（Gesetzgegenungebiihrlic９
口
」
て
血
がある。同法の規定には，３個の一般条款の規定と，-heAbsatzmethoden）があＺ
３個の刑罰規定とがあるが，
がちの規定である。それは.
その規定は学問上ことさらに誤解をひきおこし
それは一定の商品割引券，商品購入券ならびに景品，お
よび抱き合せ販売の禁止にかんする規定である。 (３条４条)。
さらにこの法律は専ら手続法的内容をもった若干の規定 (５条-11条)。競
業者の損害賠償請求権（第12条）を含んでいるが，また外国との関係で不正
または誤認をまねく`倶ある原産地表示に関する規定もある (第13条）
同法第１条の一般業務約款にかんする規定があ同法の中核的規定として，
る。これによれば市場裁判】場裁判所は，消費者オンプズマソの申立により，（６条）
善良な取引慣習に違反する行為，あ広告宣伝行為および販売行為に当って，
るいは消費者または営業者にたいし， 不公正な行為を禁止することができる。
だが消費オソブズマンの職務遂行に際しては， いわゆる便宜宇義(Opportiinita
･ソブズマンが，消費者の申立-tSgrundSatz）が採用される。その結果消費者オン マンが，
その申立事項を霧察せず却下した場合には， 異議申立権は損害をう
団体，消費者団体また
に反し，
けた鏡業者もこれを行使することができ， また企業者団体，
|ま労働者団体からも異議申立ができる (第６条)。
市場裁判所の禁止は，異議を述べられた行為の続行，およびこれと類似行
為遂行の不許におよぶ。通常この禁止命令には，これに違反した場合一定額
の罰金を附課すべき旨が附加される。 罰金額の査定にあたっては，禁止命令
に違反することは， 計算上却って不利を生ずると考えられる程度の高額に定
実務上市場裁判所の課す罰金額に拾万スエーデン.められることを要する。
消費者で約0.58＝日本円約60円）に上る。クローネソ (１クローネソは西独マーク
オンブズマンの禁止命令に附加される罰金額は通常壱万スエーデン. クロー
同法第２条乃至第４条で刑罰金を予定された行為のなかには一ネンである。
スエーデンにおける消費者保護法について（中村 武）６７
般業務約款も含まれ，その使用も禁止される。
同法第１条による手続においては， 不当な一定の広告宣伝行為を行ったも
オソブズマソから訴追をうけた企業者は， 自己がおこなった記事のとして，
主張および約束は正当なものであり，i陳述， 不当なしのではないと主張する
自分からこれを立証する責任がある。 言い換えればここでは立
ソの禁止命令は，同法第
については，
証責任の転換がおこなわれたのである。 オソプズマソの禁止命令は，
1条第２項によれば， 企業の従業員またはその事件に関与した第３者にたい
しても発せられることがある。
軽微の違反事件の場合には，消費者オソブズマソ自身において，禁止命令
を発することができる。 この命令を当事者が受諾したときは， その禁止命令
)条)。禁止命市場裁判所の発した禁止命令と同様の効力がある。I土， (同法９条)。
今には常に罰金刑が附加される。
る新消費者保護法の運用の実消費者オンブズマンおよび市場裁判所によ
際，およびその経験については，1971年11月以降，毎年６回発行される雑誌
（KO＝Kousumentombudsmannen）において，報告される。同紙上において，異
議申立てられた広告宣伝が，原文と図面をもって掲裁される。かくて重要な
単なる記事や判断資料のない不完全件影事件の内容概観・資料が公表され，
かくして消費者オソブズマソおよび市場裁判所で行われる手続の状除いた。
事件処理の統計が明か仁されるとともに， 事件の当事者となった企業者態，
の名称が公表される。
これに関連して忘れてならぬことは，スエーデンにおいては原則として訴
がおこなわれていること証記録公開の原則(Greundsatzder Aktenbffentlichkeit）
したがって何人にも殊に新聞雑誌の記者にたいしても， 消費者オンがある。
ブズマソおよび市場裁判所の訴訟記録の簡覧が許されている。 ⑥但し事件に
従ってその秘密性保護の必要関係した企業の秘密が記録中に含まれるので，
ある部分は除かれる。
マスミディア殊にラジオ・日刊新聞紙は，評判となった事件を取上げ，そ
消費者が一定のの事件の内容を詳細に興味ふかく記事にすることによって，
6８
消費者に不利な企業者企業の行った誤りやすい甘言宣伝にあやつられた経路，
ひろく大衆に知らせることができる。の行動を，
消費者オンブズマンは，その主動的行動により新聞広告，ダイレクトメー
ポスターによる不当な宣伝を検査するが，ルの方法および包装紙， その目的
スエーデンにおける総ての大広告代理店達成のため消費者オンプズマソは，
広告代理業者として毎月消費者むけに行った広告を報告すること交渉して，
この約束は直接に広告宣伝を業とする営業者の団体，とを約束させる。 なら
びにその団体に残せぬ若干の大企業者とのあいだにも同意させた。 これまで
の経験にすれば，良好の結果が示された。
消費者オンブズマンの主動的検査はまづ第１に， 医薬・治療品の範囲にお
ける広告検査，ならびに身体 ･健康の保持増進営業の広告検査からはじまる。
肥満防止剤，化粧品，ビタミン剤，
頭髪剤の宣伝である。
の広告宣伝における説明，主張は
また監督の目がもっともむけられるのは，
健康強化剤ならびに歯磨き等の歯科用剤，
不当な宣伝責任を問われた企業者は， そ
あるいはその非真実な宣伝広告，約正当真正であることを自ら立証するか，
束を中止するかが要求される。だがこれらの行為にたいしては， その禁止処
到底消費者の保護には不徹底であること明白である。分が行われぬ限り， 但
し右の規定の効果はいちじるしく， 消費者オンブズマンの活動がはじめられ
た初年度において， 従来の宣伝が殊に実際にそわなかった化粧品界において，
既に好結果をあらわした。
消費者オンブズマンの厳格精密な検査の対象となったのは， 煙草にかんす
る宣伝であり，その結果は， 市場裁判所における基本的な３個の判決を生ん
その判決は後の裁判においても肯定され， 煙草の宣伝には人の肖像を使だ。
安全のシンボルとして宣伝することを用したり，煙草を進歩や人間の健康，
禁止した。(7)同様にアルコール飲料（
べきだと判定された。
その外，食料品および化学工業に
(7)同様にアルコール飲料の宣伝についても，厳格な措置がとらる
よる製品の包装紙による宣伝についても，
オンブズマンの厳格な検査がおこなわれた。
スニーデンにおける消費者保護法について（中村武）６９
1972年秋には，多くの苦情申立てにより，
ﾝの検査がおこなわれ，市場裁判所の判決：
写真機類についてもオソブスマ
ソ をうけた。
かように消費者オンプズマンによる検査は，各種の個尭の営業の宣伝に集
中的におこなわれたが，それらは専ら消費者から，各種の宣伝にたいする苦
情申立によって行われたものであった。 例えば通信販売のカタローグ，また
訪問販売業者の口頭による宣伝とか，Iまパンフレットによる宣伝とか， 新聞
紙の差込象広告による宣伝にたし､する検査の例である。 このことは，とは，スエー
レビによる宣デンにおいては，
伝は，これを許､
広告宣伝の道具として有力なラジオまたはテ
されないため，
故である。
これをさけた有力な宣伝がさかんに行われる
右のような多数の事件の検査にもとづく事件の処分は， 消費者オンブズマ
巧糸に柔軟な交渉話合いにより， 具体的な不当事件を片付けた。ンにおいて，
誇大な約束宣伝はかげをひそめるそのため肥満防止薬における偽りの多い，
また包装紙で誤解を生じやすい人の肖像をかかげることも取りやに至った。
められた。 冷熱ポットの彩色形態も実際のものと異ることがなくなった。 ま
た信用ある大企業においては， 冷凍または低温殺菌した飲料を，フレッシュ
ジウースと称することをやめた。 人工的に果実の味を添加した菓子の包装紙
天然果実や葎の類の絵をつけることも消え， またチョーレート。。。には，
ナツ。・ソーセージなどの誇大包装・底上げも防止された。
同様な実際は多く存在するが，これらの処置によく見られる現象は，オン
プズマンの検査介入によって企業の全体が反省し， その宣伝行為が浄化され
たという事実があきらか仁された。
消費者オンブズマンが過去の多くの経験に最後に高く評価すぺきことば，
各部門の企業者の機関と密接に接触談合をかさね， 将来の宣伝活もとづき，
動に関する基本的取扱規準をさだめることである。その規準に属するものと
週末売出しおよび割引販売のさいの値段のつけ方しては，例えば，
-arkningvidmb
(Prism
予約販rabatterbjudanden）の規準とか，また商品券の有効期間
一括観光旅行契約取梢に関する規準の如きものがこれ売の契約形成の方法，
７０
に属する。(8)
この取扱規準実施にあたっては，スエーデンの経済界では，優れた企業の
運かに過料この規準違反行為にたいしては，自己浄化方法が不断に行われ，
を課す制裁がとられる。この消費者保護のため，消費者オソブズマソの定め
申立てられた不満が迅速に処理さた取扱規準により，具体的の情況に応じ，
れる。（９）
Ⅵ契約形成の監督
契約形成の監督のためにする法的基礎と しては，1971年７月１日から実施
された契約条件法（Vertragsbedingungsgesetz＝AVL＝avtalsvillkorslagen.Ｌa929.6.
(西独一般業務約款に該当する法律である｡）1970）がある｡
第１条では一この法律は全部で７個条から成立つ一般業務約款法であり，
般条項の規定をもっている。第１条第１項第１款によれば，「営業者が消費
者にたし､し，その私用に供するための商品の販売，または労務を給付する契
約につきその条件をさだめるに当っては， その反対給付その他の事情によより，
市場裁判所は，公の利益
件につき，本件と同一ま
消費者にたいし条項が不当と糸とめられるときは，
が必要とする限り，営業者にたいし，将来類似の事件につき，
たは類似の契約条件を使用することを禁止することができる｡」
右裁判所への申立権は不正競業防止法第６条同法第３条の規定によれば，
と同様に，
によれば，
しては，〕
第１次的に消費者オソブズマンがこれをもっている。同法第２条
本法の規定は銀行業および保険業として監督をうける企業にたい
適用されない。 また同法第６条によれば，よれば，消費者オンブズマンは，
事件が軽微な場合には，オソブズマン自身不正販売禁止法第９条と同様に，
で禁止命令を発することができる。
同法実施の初年度の前半期において， オソブズマソの取扱った事件数は約
500件に及んだ。そのうち約300件は， 1972年の終りまでに片付けられたが，
同期間内に約30件の禁止命令が出され， 内85件が重要事件として市場裁判所
の審理をもとめられた。 そのうち２件は既に市場裁判所の判決をうけた。
スニーデンにおける消費者保護法について（中村武）７１
物価・カルテル庁の助力によって，約1,000件の契約条また同期間内に，物 ｆ
敦をさだめた書面（Vertragsformulare） が集められた。そのうち最も検討せら
れるべきものは，
基本契約書（例身
長期にわたり継続使用される商品の販売の際につかわれる
(例えば自動車・ラジオ・テレビ，ざ，ならびに家庭用品類，および家庭訪
である。家庭訪問販売の場合には，問販売における一般業務約款の如き屯の｡）
口頭による約束は無効とするとか， 買主は一方的に申込拘束性にしばられ，
売主側は無期限的に承諾権を有するとかを定める約款は禁止される。 なおま
た種左の暇疵担保義務排除の条款， および免責約款は，消費者に対し不当な
条款だと染られる。
(6)Offentligheitsprincipen・ＫＯ３１７２Ｓ・LVgldazuCarsten，Pressefreiheit
undPressekonzentrationinSchweden・l970S749ff.
(7)VgLSimitis・WerbungundVertragsfreiheit．Ｓ､7１
業者の利
ど，なら
一括観光旅行契約において通常使用される一般業務約款の規定には，(8)
益のため，顧客たる消費者の契約の取消権，損害賠償の額・行使期間など，
(VglHierzu．
上rolleihnesln
ぴに業者の免責など， 消費者の権利を不当に制限するものが多い。
ManfredRehbinder・A11gemeineGesch証tsbedingungenunddieKontrolleihnesln
-halts・Berlinl9726S30･DerReisevEranstaltungsvertragoBerlinl972.V0-
,.GabrieleArndtS59ff､9Off.
(9)VgLCunther/Retry・Verbraucherpolitik・Markt-Wirtschaft、1973．Ｈｅｆｔ２Ｓ、
４１．
Ⅶむすび
スエーデンの消費者保護法は，広告
領域においても，十分にその職能を
われわれが結論として言えることは，
宣伝の領域においても，また契約形成の領域においても，
発揮している。そして消費者オソブズマソの制度は市場裁判所の制度とあい
便宜雫義を基礎とし寛厳よるしきを得て十分にまって取締り監査の役目を，
７２
発揮してし､るこ とが見極められる。現在までの経験は積極的に高く評価され
および契約形成にたし､する企
'が，オンブズマンの努力を
ねばならぬ。そして経済界における不正競業，
業の自己清浄化（SdbstSanierung）の正しい姿勢が，
スエーデンにおける消費者オソブズたすけていることを忘れてはならない。
当初になげかけそしてその新らしい活動にたいする反対，マンという機関，
今や杷憂であったことが証明された。られた種盈の懸念は，
もっとも顧慮すべきこと
童を試承る場合，はじめ
スエーデン式の解決方法を批評するにあたって，
lま，スカンジナビヤ諸国においては，新らしい法制度を試承る場合，
後に漸次経験をかさねてこれを修正醇化させIま個為の単行法として定立し，
法典よりも容易にその目的を達成できる単行法として立法するろためには，
スカンジナビヤ諸国における，こうしたことを慣しとしていることである。
立法段階による立法方法は， 迅速にまづ時代の需用に応じた立法にふ承きり，
経験にもとづき， 漸次変転する経済界の要求事情に対応し， これを改修完成
することを容易にした，
スエーデンにおける，
巧染な政策であり，感嘆に値する。
新らしい消費者保護法の制定にあたっても， 実際的
な立法者は， このスカンジナビヤ方式にしたがった訳であり， 余りに取りし、
急進的な消費者保護制度を確立せず， まづ第１に当面の実際問題のそいて，
解決を目差した。 しかるにいまやその消費者オンブズマンは， 自らの努力に
より消費者保護の優れた態様を作りあげ， 法制定後数年にして佳良な成績を
示した。ために諸外国も， 自国の産業の発展・経済界の需用に応じ， 追時ス
ニーデソ法の先例にならった。⑩
経済界の自己清浄化が容易におこなわれるけれどもスエーデンのように，
ことが予期されない国においては，こうしたスエーデン法式をそのまま，消
費者保護の制度と にわかに決定できかねる。してうけいれられるか否かは，
リー共者の消費者政策論によれば， 消費者保護の政
そこでカルテル
ギュソターおよびペト
これを１個の中央官庁の権限にゆだね，策的活動の全体は，
独占禁止問題および消費者保護問題を総合的に統一し計画せねばなら問題，
スエーデンにおける消費者保護法について (中村武）７３
ぬという゜皿だがその考え方は結局行政的監督計画の良否に帰するわけであ
る。その実効を期するなためには宣伝広告の監督， 一般業務約歌えの監視お
よびその取締り権限はオンプズマソと市場裁判所の迅速簡易 ･厳格の措置.
裁判の方式の優位に傾かざるを得ない。⑫
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⑩Vgl・WalterHallerDerOmbudsmannErfahrungenimAusland，Folgcrung
fiirdieSchweiz，mSchweiz・ZentralbrattfiirStaats-undGemeindeverwaltnng
Bd７３．１９７２Ｎr、５ｓ、177．StanlqrV・Anderson（Hrsg.）Ombudsmannen
forAmericanGovernment．？．EnglewoodCriffsl968；MaxFrenkellnst
-itutionenderVerwaltungskontrone・Ziirichl969，WalterGenborn･Owbuds
menandOthers、Cambridge／Mass、１９６６；Andr6LegrandL'embudsman
scandinave・Paris1970,DonaldC･Rowat（Hrsg.）TheOmbudsman2nd
Edit・London/TorontQ1968・
小島武司「訴訟制度改革の理論」（弘文堂・昭52）Ｐ、251以下経済企画庁「ヨ
－戸シバ各国における消費者の権利保護のための法制度」 (昭。５１）Ｐ17以下
スエーデン型の消費オンプズマソ制度には，主として消費者保護に重点をおく，
者オンブズマソ（Verbraucherombudsmann）と，行政行為における不公正な行
為または濫用行為にたいする人民の不満救済を専ら目的とするオーストリヤや我
国のもつ行政オンブズマソ（Verwaltungsombudsmann） とがある。日本のオンブ
ズマソ法といわれる行政不服審査法・行政管理委員設置法による施設は』 いわゆ
る第４の権力をもつ独立の議会によって選任されるオーストリアの人民保護官
(VO1ksanwaltschaft）とは異る機関なので，真の意味における行政オソブズマ
アメリカの制度にヒントを得て制定された法（Bundesgcsetzソとはいわれまい。
v０，２４．２．１９７７ Volksanwaltschaft）によるオンブズマンこそ,fihfnrdie 真の
意味の行政オンブズマンである。(Vergleiche hierzuSch6nherrDVolksanwaltscｈａ■
－ft、Wienl977）
⑪nGiinther/PetryoVerlbraucherpolitik・Marktwirtschaft、１９７３．４of．
７４
⑫但しオンブズマン制度Iま，
行政行為の濫用・不公正にＩ
単に消費者保護だけに採用されるものに止まらぬ，
行政裁判所に困慰・不満をＬ ､だく多数人民保謹のため，
行政オンブズマソの制度をおくべき必要あること論をまたない。 前記の以外に，
オーストリア人民保護官（Volksanwaltschaft）法はその際の有用な参考資料たる
こと疑ない。
